
特定技能制度 分野横断まとめ知らないでは済まされない！
入管法・技能実習法・労働法 罰則のポイント解説

～外国人材と共に成長する企業のための
コンプライアンス体制構築～
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1．はじめに



はじめに ～なぜ今、３つの法律の理解が重要なのか～

【1. 増加する外国人材と企業の責任】

•日本の労働力不足を背景に、外国人材は過去最高の204万人を突破。
•もはや単なる「労働力」ではなく、事業に不可欠な「パートナー」という存在に。
•彼らの人権を尊重し、適正な労働環境を提供する「企業の社会的責任（CSR）」が、企業の成長に不可欠
。

【2. 法改正の動向（技能実習制度から育成就労制度へ）】

•2024年6月法改正：従来の「技能実習制度」は廃止され、「育成就労制度」へ。
•目的を「国際貢献」から「人材の育成と確保」に明確化。
•最大のポイントは「転籍（転職）の緩和」。人材が流動化する時代へ。
•→ コンプライアンス遵守と魅力ある職場づくりが、人材定着の鍵に。

【3. コンプライアンス違反がもたらす深刻なリスク】

•① 法的リスク
• 懲役・罰金（例：不法就労助長罪は最大300万円）
• 許可取消 ＆ 5年間の外国人材受入停止

•② 事業運営上のリスク
• 行政指導や改善命令への対応コスト増大。
• 事業計画そのものが頓挫する可能性。

•③ レピュテーションリスク（信用の失墜）
• SNS等での「ブラック企業」としての拡散（炎上）。
• 取引停止、採用困難、企業ブランドの毀損。



２．入管法の罰則



基本のキ ～企業の責任範囲～

まず知るべき入管法の基本と、企業の重い「確認義務」。

出入国管理及び難民認定法、通称「入管法」は、日本国内
で活動する全ての外国人が、国から許可された「在留資格
」の範囲内で、適正に活動するための基本的なルールを定
めています。

企業が外国人を一人雇用するということは、その方の日本
での生活基盤を支え、在留そのものに深く関わるというこ
とです。それは、皆さんの会社が、この国のルールの一端
を担う、社会的にも非常に重要な行為であることを意味し
ます。

だからこそ入管法は、外国人本人だけでなく、活動の場を
提供する「雇用主」に対しても、重い責任と義務を課して
います。

特に重要なのが、採用時に相手が就労可能な人物かを自ら
確かめる「確認義務」です。「知らなかった」「うっかり
していた」という言い分は通用せず、その責任を厳しく問
われることになる、という点をまずご理解ください。



最重要罰則①：不法就労助長罪

「知らなかった」では済まない、最も重い罰則の一つです。
3年以下の懲役 または 300万円以下の罰金が科されます。

第七十三条の二 次の各号のいずれかに該当する者は、三年以下の懲役若しくは三百万円以下の罰金に
処し、又はこれを併科する。
一 事業活動に関し、外国人に不法就労活動をさせた者
二 外国人に不法就労活動をさせるためにこれを自己の支配下に置いた者
三 業として、外国人に不法就労活動をさせる行為又は前号の行為に関しあつせんした者

具体例 対策

不法滞在者・被退去強制者を雇用
する

採用時に必ず在留カードの「原本」を提示してもらい、有効期限や在
留資格を確認します。カード番号を「在留カード等番号失効情報照会
サイト」でチェックすれば、偽造や失効したカードでないかをその場
で確認できます。

許可された活動範囲を超えて働か
せる（例：通訳の在留資格で工場
作業に従事させる）

「技術・人文知識・国際業務」などの在留資格は、許可された専門業
務にしか従事できません。担当させる業務がその範囲内か不明な場合
は、安易に自己判断せず、事前に地方出入国在留管理局に相談しま
しょう。

就労が認められていない外国人を
雇用する（例：留学生を週28時間
の制限を超えて働かせる）

留学生を雇用する際は、在留カード裏面の「資格外活動許可」の印を
確認し、週28時間の時間制限を厳守します。複数のアルバイトを掛け
持ちしていないか本人に確認し、シフト管理を徹底することが不可欠
です。



採用時に絶対確認！在留カードのチェックポイント

不法就労助長罪にならないための在留カード確認時の３つのポイント！

【チェックポイント】

・在留資格
在留資格ごとに就労可能な内容が異なります
。就業予定の業務と在留資格が一致している
か確認しましょう

・在留期間
有効期限内かどうかを確認しましょう

・資格外活動許可欄
「留学」「家族滞在」などの在留資格では原
則働けません。「資格外活動許可」がなされ
ているか確認しましょう

ｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰ

【その他の確認方法】

在留カード等読取アプリケーション
https://www.moj.go.jp/isa/applications/procedure
s/rcc-support.html

在留カード等番号失効情報照会
https://lapse-
immi.moj.go.jp/ZEC/appl/e0/ZEC2/pages/FZECST0
11.aspx

https://www.moj.go.jp/isa/applications/procedures/rcc-support.html
https://www.moj.go.jp/isa/applications/procedures/rcc-support.html
https://lapse-immi.moj.go.jp/ZEC/appl/e0/ZEC2/pages/FZECST011.aspx
https://lapse-immi.moj.go.jp/ZEC/appl/e0/ZEC2/pages/FZECST011.aspx
https://lapse-immi.moj.go.jp/ZEC/appl/e0/ZEC2/pages/FZECST011.aspx


その他の注意すべき違反と届出義務

雇用時・退職時の「届出漏れ」も、罰則の対象となります。

カテゴリ 相談窓口 URL等

【入管法】
第74条の6 など

在留資格の不正取得助長
実際は単純作業なのに、専門職（例：通訳）として
活動内容を偽り、在留資格を申請・更新させる。

【入管法】
第71条の3 など

虚偽の届出
既に退職している外国人が、まだ在籍しているかの
ように偽りの届出を行う。

【入管法】
第19条の16、第71条の4

入管庁への届出義務違反
外国人従業員の採用・退職から14日以内に、出入国
在留管理庁への届出を怠る。

【労働施策総合推進法】
第28条、第40条

ハローワークへの
届出義務違反

外国人従業員の雇用・離職の際、翌月の末日までに
ハロー-ワークへの「外国人雇用状況の届出」を怠る

出入国在留管理庁への届出 ハローワークへの届出



３．技能実習法の罰則



基本のキ ～人権保護と適正な実習～

2027年6月～「育成就労制度」へ移行。人権保護の視点がより重要に。



絶対禁止！重大な人権侵害行為

暴行・脅迫や在留カードの取上げ等の行為は重い罰則が科され得ます

（禁止行為）
第四十六条 実習監理を行う者（第四十八条第一項において「
実習監理者」という。）又はその役員若しくは職員（次条にお
いて「実習監理者等」という。）は、暴行、脅迫、監禁その他
精神又は身体の自由を不当に拘束する手段によって、技能実習
生の意思に反して技能実習を強制してはならない。

第四十七条 実習監理者等は、技能実習生等（技能実習生又は
技能実習生になろうとする者をいう。以下この条において同じ
。）又はその配偶者、直系若しくは同居の親族その他技能実習
生等と社会生活において密接な関係を有する者との間で、技能
実習に係る契約の不履行について違約金を定め、又は損害賠償
額を予定する契約をしてはならない。
２ 実習監理者等は、技能実習生等に技能実習に係る契約に付
随して貯蓄の契約をさせ、又は技能実習生等との間で貯蓄金を
管理する契約をしてはならない。

第四十八条 技能実習を行わせる者若しくは実習監理者又はこ
れらの役員若しくは職員（次項において「技能実習関係者」と
いう。）は、技能実習生の旅券（入管法第二条第五号に規定す
る旅券をいう。第百十一条第五号において同じ。）又は在留カ
ード（入管法第十九条の三に規定する在留カードをいう。同号
において同じ。）を保管してはならない。
２ 技能実習関係者は、技能実習生の外出その他の私生活の自

由を不当に制限してはならない。

暴行・脅迫

私生活の自由
の制限

違約金締結
貯蓄金管理

パスポート・
在留カード保管

禁止行為



不正な実習運営に関する罰則

名義貸し： 許可や認定を他人に利用させる → 許可
取消

虚偽の計画認定申請： 賃金や業務内容を偽って申請
→ 認定取消、罰金

帳簿書類の不作成・虚偽記載
： 賃金台帳や出勤簿等を適切に管理しない → 罰金

改善命令違反： 行政からの改善命令に従わない → 
許可取消、罰金

処分がなされると公表されます

「実習」の名を借りた不正行為は必ず見抜かれます！



４．労働法の罰則



国籍による差別の禁止

大原則は「日本人と同じ」。国籍による差別は明確な法律違反です。

（均等待遇）
第三条 使用者は、労働者の国籍、信条又は社会的身分を理由として、賃金、労働時間その他の労働条
件について、差別的取扱をしてはならない。

賃金の差別:

    同じ業務内容、同じ責任の度合いであるにもかかわらず、「
外国人だから」という理由で日本人労働者よりも基本給を低く
設定する。

特定の国籍の労働者に対してのみ、昇給の機会を与えない、
または昇給額を低くする。

賞与（ボーナス）の査定において、国籍を理由に不利益な評
価を行う。

労働時間・休暇の差別:

    特定の国籍の労働者に対してのみ、不利なシフトを割り当て
る。

有給休暇の取得申請を、国籍を理由に不当に拒否する。

その他の労働条件の差別:

    採用面接で特定の国籍であることを理由に不採用とする（※
採用そのものは直ちに本条違反とはなりませんが、差別的な意
図が明確な場合は問題となる可能性があります）。

研修や教育訓練の機会を、国籍を理由に与えない。
「外国人従業員はいつか国に帰るから」といった理由で、重

要な業務から排除したり、昇進の対象から外したりする。
解雇の対象者を選ぶ際に、能力や業績ではなく国籍を理由に

選定する。

ベトナム人 日本人 日本人

国籍による差別



特に注意すべき違反トップ３

安全基準違反、割増賃金の未払い等が違反の筆頭となっています。



外国人特有の労務トラブルと対策

給与からの不適切な天引きは、トラブルの最大の火種です。

トラブルの状況

雇用契約時に、賃金（特に手当や控除の内訳）、労
働時間、休日など重要な労働条件について、労働者が
理解できる言語で十分に説明がなされず、「聞いてい
た話と違う」という認識の齟齬が生まれるケース。

ｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰ
法的問題点

労働条件の明示義務（労基法第15条）に違反します
。使用者は、労働契約の締結に際し、賃金、労働時間
その他の労働条件を明示しなければなりません。

外国人労働者に対しては、本人が理解できる言語（
母国語など）で明示することが求められます。

ｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰ
対策

労働条件通知書は、必ず労働者の母国語または本人
が十分に理解できる言語で作成し、交付してください

口頭で説明する際も、通訳を介したり、図や平易な
言葉を用いたりして、双方が納得するまで丁寧に説明
します。

給与から控除される税金、社会保険料、寮費などの
内訳は明確にし、誤解が生じないようにします。

トラブルの状況

「途中で退職した場合、違約金〇〇円を支払う」「
会社の言うことを聞かなければ強制帰国させる」とい
った内容を契約書に盛り込んだり、口頭で示唆したり
するケース。

ｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰ
法的問題点

労働契約の不履行について違約金を定めることは、
賠償予定の禁止（労基法第16条）に明確に違反し、無
効です。

強制帰国を示唆して労働を強要することは、強制労
働の禁止（労基法第5条）にあたる悪質な行為です。

ｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰ
対策

違約金を定める契約は法律上無効であることを理解
し、そのような契約を絶対に結ばないでください。

労働者には、法律で保障された「退職の自由」があ
ります。脅しによる引き止めは、より大きなトラブル
に発展する原因となります。

ケース②【違約金の定めや強制帰国の示唆】ケース①【賃金・労働条件に関する説明不足】



５．まとめと対策



３つの法律の相関図 ～違反の連鎖～

入管法

技能実習法

会社

最低賃金法

技能実習生

一つの違反が、複数の法律違反に発展するリスクがあります！

例）最低賃金未満で技能実習生をアルバイトさせた



明日からできる！コンプライアンス遵守チェックリスト

タイミング カテゴリ 内容

採用時 在留カードの原本を確認
したか？

不法就労助長罪に問われるリスクを避けるための第一歩です。
偽造カードでないか、必ず実物で確認しましょう。

「就労制限の有無」を指
差し確認したか？

許可された範囲を超えて働かせてしまう違反を防ぎます。本人
任せにせず、担当者が責任をもって確認すべき最重要項目です。

雇用契約時 日本人と同一の労働条件
になっているか？

外国人であることを理由に不利益な条件を課すことは、法律で
固く禁じられています。国籍による差別は決して行わないでく
ださい。

母国語併記の労働条件通
知書を交付したか？

「知らない・理解できない」という後の労務トラブルを未然に
防ぎます。本人が確実に理解できる言語での明示が不可欠です。

給与からの控除項目につ
いて、労使協定を結び、
本人に十分説明したか？

不明瞭な天引きは、賃金未払いと同じと見なされる重大な違反
です。必ず本人の合意を得て、その根拠を書面で示しましょう。

就労中・手続 勤怠管理は1分単位で適正
に行っているか？

15分単位での切り捨てなどは違法であり、未払残業代の温床で
す。労働時間は1分単位で客観的に記録・管理するのが大原則
です。

給与明細を発行し、計算
根拠を説明しているか？

賃金に対する信頼は、働く上でのエンゲージメントの基本です。
総支給、控除、手取りの各項目を明確に示しましょう。

手続面 定期的に面談を行い、人
権侵害やいじめがないか
確認しているか？

職場の問題を早期に発見し、孤立や突然の離職を防ぎます。労
働者本人の心身の健康を守るための重要な取り組みです。

雇用・離職時のハロー
ワーク・入管への届出を
忘れていないか？

これらの届出は法律で定められた企業の義務です。手続きを怠
ると罰則の対象となるため、期限内に確実に行いましょう。



困ったときの相談窓口

カテゴリ 相談窓口 URL等

技能実習法 外国人技能実習機構 技能実習制度に関する相談窓口で、技能実習生は母国語で相談
できます。
https://www.otit.go.jp/about/office/

入管法 地方出入国在留管理局 在留資格の申請・更新など、日本でのビザに関する手続き全般
を管轄しています。
https://www.moj.go.jp/isa/about/region/index.html

外国人在留総合インフォ
メーションセンター

入管手続きに関する一般的な質問に、多言語の電話やメールで
対応しています。
https://www.moj.go.jp/isa/consultation/center/index.html

外国人在留支援センター
（FRESC）

関係機関が連携し、外国人の在留に関する様々な相談にワンス
トップで対応します。
https://www.moj.go.jp/isa/support/fresc/fresc_index.html

労働法 ハローワーク 外国人の方を対象に、専門の相談員が職業相談や仕事の紹介を
行っています。
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_12638.html

外国人労働者相談コー
ナー

賃金未払いや解雇など、労働条件に関するトラブルについて多
言語で相談できます。
https://www.check-roudou.mhlw.go.jp/soudan/foreigner.html

労働基準監督署 労働基準法等の違反について申告を受け付け、企業への調査や
指導を行います。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/ro
udoukijun/location.html

技能実習法、入管法、労働関係法のそれぞれで相談窓口が異なります

https://www.otit.go.jp/about/office/
https://www.moj.go.jp/isa/about/region/index.html
https://www.moj.go.jp/isa/consultation/center/index.html
https://www.google.com/search?q=https://www.moj.go.jp/isa/support/fresc/fresc_index.html&authuser=1
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_12638.html
https://www.check-roudou.mhlw.go.jp/soudan/foreigner.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/location.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/location.html


四半期届出の必要書類や36協定など、

外国人雇用に関するマニュアルは

下記のユーザーマニュアルに掲載しております。

今回のレクチャーと合わせてご確認下さい。



日本の労働力不足が現実のものとなる中、外国人材は、企業

の未来を共に創り上げていく、かけがえのないパートナーで

す。

本日ご説明した法令遵守（コンプライアンス）は、罰則を恐

れる消極的なリスク回避のためのコストではありません。

それは、従業員一人ひとりの定着率を高め、多様な人材から

「選ばれる企業」であり続けるための、積極的な『未来への

投資』に他なりません。

本日の内容が、皆様の職場環境をより良くするための具体的

な一歩となり、企業の持続的な成長へと繋がることを心より

願っております。

おわりに
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